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追加提出議案説明資料

資 料



　（  部  局  別  ）

区　　分

備   考

知事公室 1 1

総務部 6 (3) 8 (3) 2 2 18 (6) ２件追加

企画部 2 2 １件追加

環境部 1 1

子ども生活福祉部 1 3 4

保健医療部 2 (1) 2 1 5 (1)

農林水産部 5 (1) 2 2 9 (1)

商工労働部 6 (1) 2 (1) 8 (2)

文化観光
スポーツ部 1 1

土木建築部 14 (7) 4 5 (2) 23 (9)

企業局 2 2

病院事業局 1 1 2

教育委員会 3 3

公安委員会 3 1 4

合　　計 37 (13) 32 (4) 12 (2) 2 0 83 (19)

※　（　）内は先議案件であり、内数。

（件） （件）
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議　　　　案　　　区　　　分

部　局 予  算 条  例 議  決 同　意 承　認 合  計

（件） （件） （件） （件）
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区分 議　　案　　名 部　局 備 考

乙 1 条例 沖縄県首里城歴史文化継承基金条例 知事公室

乙 2 条例
沖縄県職員の勤務時間、休日及び休暇等に関する条例及び
沖縄県職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条
例

総務部

乙 3 条例
沖縄県職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する
条例

総務部 先議

乙 4 条例
東日本大震災及び東日本大震災以外の特定大規模災害等に
対処するための沖縄県職員の特殊勤務手当の特例に関する
条例の一部を改正する条例

総務部 先議

乙 5 条例
沖縄県の事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条
例

総務部

乙 6 条例 沖縄県使用料及び手数料条例の一部を改正する条例 総務部

乙 7 条例 沖縄県石油価格調整税条例の一部を改正する条例 総務部 先議

乙 8 条例 沖縄県行政書士試験手数料条例の一部を改正する条例 企画部

乙 9 条例 沖縄県生活環境保全条例の一部を改正する条例 環境部

乙 10 条例 沖縄県青少年保護育成条例の一部を改正する条例 子ども生活福祉部

乙 11 条例
沖縄県子どもの貧困対策推進基金条例の一部を改正する条
例

子ども生活福祉部

乙 12 条例

沖縄県指定障害児入所施設等の人員、設備及び運営に関す
る基準等を定める条例の一部を改正する条例及び沖縄県指定
障害者支援施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定め
る条例の一部を改正する条例の一部を改正する条例

子ども生活福祉部

乙 13 条例
公立大学法人沖縄県立看護大学への職員の引継ぎに係る沖
縄県の内部組織を定める条例

保健医療部

乙 14 条例
公立大学法人沖縄県立看護大学の設立に伴う関係条例の整
理に関する条例

保健医療部

乙 15 条例 沖縄県農作物種苗生産条例 農林水産部

乙 16 条例
沖縄県県民の森の設置及び管理に関する条例の一部を改正
する条例

農林水産部

乙 17 条例
沖縄県火薬類製造業許可、高圧ガス製造許可申請等手数料
条例の一部を改正する条例

商工労働部

乙 18 条例
沖縄県新型コロナウイルス感染症対応中小企業事業資金調達
支援基金条例の一部を改正する条例

商工労働部 先議

乙 19 条例 沖縄県観光振興基金条例 文化観光スポーツ部

乙 20 条例 沖縄県屋外広告物条例の一部を改正する条例 土木建築部

乙 21 条例
沖縄県国営沖縄記念公園内施設の設置及び管理に関する条
例の一部を改正する条例

土木建築部

乙 22 条例
沖縄県宅地建物取引業免許申請等手数料条例の一部を改正
する条例

土木建築部

令和４年第１回沖縄県議会（２月定例会）

提　出　議　案　（乙号）　一　覧　表

番号

－2－



区分 議　　案　　名 部　局 備 考

提　出　議　案　（乙号）　一　覧　表

番号

乙 23 条例
沖縄県営住宅の設置及び管理に関する条例の一部を改正す
る条例

土木建築部

乙 24 条例
沖縄県立高等学校等の設置に関する条例の一部を改正する
条例

教育庁

乙 25 条例 沖縄県学校職員定数条例の一部を改正する条例 教育庁

乙 26 条例
沖縄県教育委員会の権限に属する事務の処理の特例に関す
る条例の一部を改正する条例

教育庁

乙 27 条例 沖縄県警察関係手数料条例の一部を改正する条例 公安委員会

乙 28 条例
沖縄県風俗案内業の規制に関する条例の一部を改正する条
例

公安委員会

乙 29 条例
沖縄県青少年によるテレホンクラブ等営業の利用を助長する
行為等の規制に関する条例の一部を改正する条例

公安委員会

乙 30 議決
工事請負契約についての議決内容の一部変更について（県道
20号線（泡瀬工区）橋梁整備工事（上部工その２））

土木建築部 先議

乙 31 議決
工事請負契約についての議決内容の一部変更について（県道
20号線（泡瀬工区）橋梁整備工事（上部工その４））

土木建築部 先議

乙 32 議決
工事請負契約についての議決内容の一部変更について（陽明
高校校舎改築工事（建築１工区））

土木建築部

乙 33 議決
工事請負契約についての議決内容の一部変更について（陽明
高校校舎改築工事（建築２工区））

土木建築部

乙 34 議決 訴えの提起について 土木建築部

乙 35 議決 財産損傷事故に関する和解等について 総務部

乙 36 議決 車両損傷事故に関する和解等について 農林水産部

乙 37 議決 車両損傷事故に関する和解等について 農林水産部

乙 38 議決 損害賠償請求事件の和解等について 公安委員会

乙 39 議決 損害賠償の額の決定について 病院事業局

乙 40 議決 包括外部監査契約の締結について 総務部

乙 41 議決
公立大学法人沖縄県立看護大学の中期目標を定めることにつ
いて

保健医療部

乙 42 同意 副知事の選任について 総務部

乙 43 同意 沖縄県教育委員会教育長の任命について 総務部

乙 44 条例
沖縄県特別職に属する常勤の職員の期末手当の特例に関す
る条例

総務部 追加

乙 45 条例 沖縄県職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例 総務部 追加

乙 46 条例
沖縄県特定駐留軍用地等内土地取得事業基金条例の一部を
改正する条例

企画部 追加
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提出議案の概要
【総務部】

【議案名】

乙第44号議案 沖縄県特別職に属する常勤の職員の期末手当の特例に関する条例

【議案提出の理由】

期末手当に係る支給割合を引下げ改定する沖縄県の一般職の職員との均衡を考慮

し、特別職の常勤の職員の令和４年６月に支給する期末手当に係る支給割合を引き

下げる措置を講ずる必要がある。

【議案の概要及び説明】

１ 知事等の常勤の特別職及び特別職の秘書の期末手当の支給割合を引き下げ

る。（令和４年６月支給分が対象）（※）

※沖縄県の一般職の職員と同様に令和３年度の引下げに相当する額を令和４年

６月の期末手当から減額することで調整を行う。

⑴ 知事等の常勤の特別職 年間 3.10月分→3.05月分（△0.05月分）※

※上記支給月数（3.05月分）から令和３年12月引下げ相当分△0.10月分を減

額する。

知事

副知事

公営企業の管理者

病院事業の管理者

教育長

常勤の監査委員

⑵ 特別職の秘書 同上

２ この条例は、公布の日から施行する。
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提出議案の概要
【総務部】

【議案名】

乙第45号議案 沖縄県職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例

【議案提出の理由】

人事委員会の給与勧告 国及び他の都道府県の職員の給与の状況等を考慮し、県、

の職員及び県費負担教職員の期末手当の支給割合を改定する等の必要がある。

【議案の概要】

１ 県の職員及び県費負担教職員の期末手当の支給割合を引き下げる。

２ 令和３年度の引下げに相当する額については、令和４年６月の期末手当から

減額することで調整を行う。

３ この条例は、公布の日から施行する。

【説明】

県の職員及び県費負担教職員の期末手当（ボーナス）改定

２ 再任用職員の期末手当改定

期末手当を0.10月分引き下げる。また、令和３年12月引下げ相当分を６月期か

ら減額することで調整を行う。
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提出議案の概要
【企画部】

【議案名】

乙第46号議案 沖縄県特定駐留軍用地等内土地取得事業基金条例の一部を改正す

る条例

【議案提出の理由】

特定駐留軍用地及び特定駐留軍用地跡地内における土地を取得するための事業を

引き続き実施するため、沖縄県特定駐留軍用地等内土地取得事業基金の設置期間を

延長する必要がある。

【議案の概要】

１ 沖縄県における駐留軍用地跡地の有効かつ適切な利用の推進に関する特

別措置法の有効期限の10年間の延長が閣議決定されたことを踏まえ、基金

の設置期間を令和14年３月31日まで延長する。

２ この条例は、公布の日から施行する。

【説明】 特定駐留軍用地等内土地取得事業基金について

土地取得が必要な公共用地（普天間飛行場）

（ ）用途 必要面積 取得済面積 令和２年度末

道路 17.15ha 約11.8ha

公有地の割合が著しく低く、返還前からの公有地拡大が必要

基金の設置による効率的かつ効果的な土地の取得

目
的

背
景

特
徴

方
法

跡地利用推進法に基づき指定された特定駐留軍用地等の区域内で公有地の拡大を
図り、跡地利用を推進。

事業実施時期が定まっていない段階から、跡地利用推進法により、特定事業の見通
しを定めて土地取得を行う。

特定駐留軍用地等内の大規模な土地を取得するため取り崩し型の基金

特定事業の見通しの追加に応じ、基金を積み増し、土地取得費等に充当可能
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